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○山井分科員 三十分質問をさせていただきます。きょうは、介護保険の要支援をカットする問題、そのことに

ついて質問させていただきたいと思います。 

 まず最初に、質問通告どおりお伺いしますが、要支援、介護予防給付の費用の伸びを年に三、四％に抑制するこ

とを目標にしておられるということであります。これについては、きょうの配付資料でも、二ページ目ですね、あ

りますように、五、六％の自然増の予測のものを三、四％に減らしていく。 

 それで、年五、六％の伸びだと二〇二五年度には要支援の費用は幾らか。同じく、二〇二五年には三、四％の伸

びなら費用は幾らか。二〇二五年にはその差額は幾らか、何％の効率化になるか。二〇一一年度の介護予防給付

は四千百億円なので、それぞれ平均の年五・五％、年三・五％として、機械的に計算してお答えいただきたいと思

います。 

○田村国務大臣 お示しをいただいている中を詳細にということですか。（山井分科員「はい」と呼ぶ） 

 三・五と五・五という中間の点をとっての話でありますが、平成二十三年度給付費約四千百億円が、五・五％の

伸びで平成三十七年度まで伸ばしていくと、これは機械的な計算ですが、八千六百七十六億円であります。二十

七年度から三・五％で機械的に伸ばしていくと七千二十九億円ということでありますから、その差し引きでいい

ますと、三十七年度時点で一千六百四十七億円が差し引きの数字として出てまいります。 

○山井分科員 それで何％効率化したということになるわけですか、機械的には。 

○田村国務大臣 効率化というか、ちょっと言葉を選ばなきゃなりません。これは、要支援になる方が減った場

合には、効率化というよりかは、よくなった、改善したという話になるんだと思うんですが、減った率は一九％と

いうことになります。 

○山井分科員 今回の地域支援事業への移行は、今、田村大臣がおっしゃったように、十年後に一九％、約二割の

費用を抑制する、改善する、効率化する、そういうことを目標にされているということであります。 

 そこで、先日も安倍総理が国会で、要支援切りではないんだという答弁をされました。しかし、私も地元で聞い

てみると、例えば、デイサービスが要支援の人はもうとらないようにしている、今後、地域支援事業になったらサ

ービスが続けられるかどうかわからないから、そのときに断るのはちょっと高齢者にとっても悪いから、できる

だけとらないようにしているとか、あるいは、事業者が今もう、要支援の方専門のリハビリのデイサービスをや

っていたけれども、それをやめようとしているとか、あるいは、そのことに対して要支援の方は、今のうちに要介

護になっておかないとサービスが切られる危険性があるからということで、お医者さんに頼んで、要支援二と要

介護一というのはかなりボーダーラインですから、要介護一に今のうちになっておこう、そういうふうなことも

残念ながら既に起こっているんです。 

 何が言いたいかといいますと、厚生労働省の思いはもしかしたら違ったとしても、既に要支援の人のサービス

は、既にですよ、法案審議も始まっていないのに制限されつつあるんです、残念ながら。これが現実です。 

 そこで、田村大臣にお伺いしたいんですが、まず、今、百万人、デイサービス、ホームヘルプを利用されている

わけですよね。この方々がどういうサービスを利用できるかというと、この資料にもありますように、この三つ

ですね。要は、既存の訪問介護事業所による身体介護、生活援助、それか、ＮＰＯか、住民ボランティアか。この

三つがどれか受けられるわけなんです。 

 そこで、今利用している方が、あなたは今のサービスじゃなくてＮＰＯやボランティアのサービスを利用して

くださいとケアマネジメントで言われる可能性もあるわけですよね、当然、可能性としては。ちょっとそのこと

を答弁。可能性としてはあるわけですよね。 

○田村国務大臣 地域包括支援センターでケアマネジメントをしていただくわけでありまして、そこで、必要に

応じてということでありますから、今まで受けていた方が改善をされて、その状態像でありますとか環境、そう

いうものを広範に判断して、改善しているから、あなたはそういうサービスじゃないですよということは、ない

とは言えないというふうに思います。 

○山井分科員 改善しているかどうかは別として、改善していない場合は、ほかのサービスを勧められる可能性



は、そこは絶対ないんですか。 

○田村国務大臣 必要がある方には必要なサービスということになると思います。 

 もちろん、どのようなサービスがあるか、それは個人の選好がございますから、それぞれの方々が、こういうサ

ービスを受けたいと。というのは、なぜかといいますと、今も、今一律にあるような介護給付、予防給付のメニュ

ーの中で、本来はこういうサービスは受けたくない、もっとほかのサービスを受けたい、しかし、サービスがない

からそれを受けているという方々がおられるのも事実でございます。ですから、御本人がどのようなサービスを

選ぶかというのはあると思います。 

 ですから、そのためには紹介はするとは思いますが、無理やり、必要があるのに、そのサービスを受けさせず

に、こちらを受けなさいというふうなことはできないということであります。 

○山井分科員 地域支援事業に移ってから、ＮＰＯや住民ボランティアのサービスにかわってくださいと言われ

たときに、その高齢者が、状態像が変わっていないんだから今までのサービスを受け続けたいということをおっ

しゃった場合、つまり、十年後に二割抑制していくためには、コストの高いサービスはちょっとずつ削っていか

ないとだめなわけですからね、市町村からすると。そうすると、もしかしたら、今サービスを受けている人を、あ

なた、ＮＰＯやボランティアでいけるんじゃないのと言われる可能性があるわけですよ。そのときに、お年寄り

があくまでも今のサービスを受け続けたいと言ったときには、今までのサービスを受け続けることができるんで

すか。 

○田村国務大臣 ですから、ケアマネジメントして、その上で必要な方は、当然のごとく、今まで受けていた方々

の継続性というものも重きを置いておりますので、そのまま受けられるということになっております。 

 それで、目標値を置いておりますが、これはサービスを無理やり切るという話ではなくて、一つは、多様なサー

ビスを求めておられる方々もおられますから、そういう方々にはそういうサービスを提供する。 

 それから、見える化を図っていきますから、どこにどんな問題があるか、そういうことがわかれば、それぞれの

サービスの中でも改善することもあり得るわけでありまして、改善すれば、例えば要介護者から要支援者、要支

援者が自立ということもあろう。事実、和光市で私、そういう事例を拝見させていただきました。 

 ですから、そういうことによって全体的に、介護状態が改善して、要支援から外れるという方々、もしくは要支

援に入ってこないという方々も出て、全体として目標値を達成できればありがたいなというふうに思っているわ

けであります。 

○山井分科員 田村大臣が少しすりかえておられるのは、改善したらサービスが減るのは、それは当たり前じゃ

ないですか、軽くなったら。 

 私たちが今議論しているのは、今回の地域支援事業に変わることによってどう変わるかという質問をしている

わけです。ですから、今私が質問したことに答えられませんでしたけれども、結局、サービスを受け続けたいと言

っても、受け続けられるかどうかわからないということなわけですよね。 

 次に、新たな、地域支援事業に移行してからのことをお聞きしますが、その方々に関しては、今回、ＮＰＯ、ボ

ランティア、介護保険事業所、この三つについて多様なサービスをお勧めになるということです。 

 そのときに、私は介護保険事業所のプロの介護職員のサービスを受けたいです、はっきり言ってボランティア

は嫌ですということをおっしゃった。ケアマネさんはボランティアを勧めた。その方は、いや、私は隣のおじいち

ゃんと同じ状況で、隣のおじいちゃんもデイサービスセンターに行っている、入浴している、同じような状況だ

から私は行きたいということを言った場合、既存の介護保険事業所のサービスは、新規に認定された方でも、地

域支援事業に移行してから受けることはできるんですか。 

○田村国務大臣 ですから、先ほど来申し上げております。ケアマネジメントするわけです。必要であれば、それ

は受けられるということになろうと思います。 

○山井分科員 そこは、そうしたらほかの聞き方をしますよ。 

 今までデイサービスを利用している方と全く同じ状態像の人がいて、ケアマネジャーは同じ判断を下しますか。 

 というのは、何が言いたいかといったら、今まで利用していた人は経過措置で今までのデイサービスでいいけ

れども、新規の人は、できるだけ助け合いの方に、ボランティア、ＮＰＯの方に誘導するというような文章になっ



ているじゃないですか、この資料によると。ここの書きぶりが違っているんですよね。「新しくサービスを受ける

者については多様なサービスの利用を促進」と。 

 だから、既に利用している方と、地域支援事業の移行後、新規の方と、状態像が全く同じであれば、介護保険事

業所のサービスを受けられる権利性は全く変わりませんか。 

○田村国務大臣 継続して受けている方々に関しては、ここに書いてあるように、事業移行後も必要に応じて既

存サービス相当のサービスを利用可能とするということですね。ですから、これは、継続性というものはちゃん

と担保していますよということで書いてあるわけであります。 

 一方で、新しくサービスを受ける者については多様なサービスの利用を促進します、ただ、必要に応じて既存

サービス相当のサービスを利用可能とするということでありますから、先ほど来申し上げておりますとおり、ケ

アマネジメントを受ける中において、必要であろうという形の方に関しては受けられる。ただし、一方で、新規の

方々になりますと、サービス提供事業者の方が枠がいっぱい等々になってくれば当然受けられないということも

あろうかというふうに思いますけれども、枠があいておれば、必要であれば受けられるということであります。 

○山井分科員 今後、これは予算を削っていくわけですから、枠を縮小させるわけですよね。だから、今もおっし

ゃったように、新規、地域支援事業になってから新たに認定を受けた人が、どうしても介護保険事業所のサービ

スを受けたいと言っても、それは必ずしも保障されるわけではないということですよね。ケアマネジメントがそ

のことを認めなかったら無理だということですよね。 

 そこで、お伺いしたいのは、要支援一、二の方で、新規に地域支援事業に行った、要支援一、二と認定された方

で、既存の介護保険事業所のサービスを利用できる人は大体何割ぐらいだと思っておられるんですか。 

 今、今までと一緒じゃないかとおっしゃったけれども、全く違いますよ、今までと。今までと一緒なんですか、

本当に。今までは、要支援一、二の方は、希望すれば一〇〇％、少なくとも何らかのデイサービスやホームヘルパ

ーを権利として受けられていますよ。ということは、新規に認定された方も一〇〇％、望めば、要支援一、二に認

定された人は何らかの介護保険事業所のプロの介護職員のサービスは保障されるんですか。 

○田村国務大臣 ですから、ケアマネジメントをする中において、必要であるというふうに、状態像、いろいろな

ものを見ながら、そういうふうに認められれば受けられるわけでありますが、他にいろいろなサービスが出てま

いりまして、多様なニーズにお応えできるようなサービスを各自治体でこれから整備していただくように、我々

も協力をさせていただきながらお願いをさせていただいておるということであります。 

○山井分科員 やはり全員受けられるわけじゃないんじゃないですか。 

 今は、要支援一、二に判定されたら、望めば全員が介護保険のプロのサービスを受けられています。しかし、地

域支援事業になったら一〇〇％受けられるんですか。イエスですか、ノーですか。ＮＰＯやボランティアで受け

てくださいという人で、プロの介護職員のサービスが受けられない人も出てくるんじゃないんですか。 

○田村国務大臣 ですから、必要であれば受けられるという話だと思います。 

○山井分科員 今、要支援一、二を認定されている方で、プロの介護職員のサービスを必要と認められて利用し

ている方は何割ぐらいですか、現時点では。 

○田村国務大臣 割合というのは我々もなかなか把握していないんですが、今も、必要と認められた方がそうい

うサービスを受けているわけですよね。同じように、地域包括支援センターで、保健師でありますとかケアマネ

の方々にケアマネジメントを受けていただいて、必要に応じてサービスを介護保険給付の中から受けておられる

わけでありますから、そこは変わらないんだろうと思います。 

○山井分科員 全くごまかしておられますね。 

 では、今、要支援一、二の認定を受けて、希望しているのに、プロのデイサービスやホームヘルプを受けられて

いない方というのはかなりおられるんですか。いないんじゃないんですか。 

○田村国務大臣 ですから、必要度に応じて提供する話でありまして、必要であれば、それは全員受けられると

いう話になると思います。また、必要であったとしても、本人が他のサービスを受けたいということになれば、新

たなサービスを受けていただくという話になるんだと思います。 

○山井分科員 田村大臣、やはり正々堂々と議論しましょうよ。 



 今は一〇〇％、介護保険の、介護事業所のサービスを受けられているんですよ、実態として。皆さんもおわかり

でしょう。そんなことすら認めないんですか。それを、地域支援事業になったら受けられない人が出てくるんで

しょう。本当に、そういうことも言わないわけです。 

 それで、こういうのは私は水際作戦ということになってくると思いますよ。例えば、私の地域の方々でも、体が

弱っておられる高齢者は多いです。ところが、今後は、地域支援事業になると、今まで行っていたデイサービスに

行きたい、あるいはプロのホームヘルパーのサービスを受けたいと言っても、ケアマネジメントで、あなたはボ

ランティア、あなたはＮＰＯとなったら、プロのサービスを受けられないわけですよ。そこが大きな問題になっ

てくるわけです。そういうことを田村大臣は正直におっしゃらないから、私は非常に問題だと思っております。 

 それでは次、六ページにありますが、ですから、今回の要支援切りの問題点というのは二つありまして、今言っ

たように、今までは権利としてホームヘルパーやデイサービスのプロの介護職員のサービスを受けられていたも

のが、今度は必ずしもそうじゃなくなってくるわけですね。 

 それで、もう一つ、私は一番深刻な水際作戦があると思いますのは、今回、要介護認定を受けなくても地域で暮

らせる高齢者をふやすということをおっしゃっているわけですね。ここにフリップがありますけれども。 

 ということは、私、心配しますのは、要介護認定を受けたいと言ったら、市町村としては、要介護認定を受ける

人を減らしてくださいというふうに厚生労働省からガイドラインが出ているわけですから、結局、要介護認定を

受ける前に、チェックリストで、できるだけボランティアや……（田村国務大臣「出ているのか。出ていないよ

な」と呼ぶ）出ているかと言うけれども、ここに書いてあるじゃないですか。要介護認定を受けなくても地域で暮

らせる社会を実現といって、一番上に。 

 そういう意味では、これから、要介護認定を受けたいと言っても、いや、要介護認定を受けなくて、ボランティ

ア、ＮＰＯのサービスをまず受けてくださいと、要介護認定を受けたくてもそういうふうに誘導する、推奨する、

そういう水際作戦ということが起こる危険性はないですか。 

○田村国務大臣 まず、今までと同じように、地域包括支援センターにおいてケアマネジメントをして、必要に

応じてサービスを受けられる方はサービスを受けられますから、そこは変わりません。必要な方は全員受けられ

ます。受けようと思えばですよ、本人が。本人が、そういうような画一的なサービスじゃなくて、ほかのサービス

を受けたいと言えば、それは多様なサービスに行くと思いますが、みんな、必要な方が受けたいという話になれ

ば、今と同じように受けられるということです。いや、手を振っても、そういうことになっているんです。 

 その上で、今も何か誘導して水際作戦だと言われていますが、チェックリストでチェックして、そしてサービ

スを受けられる方と、それから要介護認定をされる方があります。そこは本人の選択ですから、我々が無理やり、

チェックリストしかあなたはだめなんということを、無理に言うことはありません。 

 その上で、チェックリストの方の利点は、すぐにチェックリストでわかりますから、サービスをすぐに受けら

れるんですよね。ところが、御承知のとおり、要介護認定をしますと、場合によっては一月以上時間がかかるんで

すよ。すぐにサービスを受けられないということもある。 

 だから、そこはそれぞれの方々の選択という話になろうと思いますから、自分が要介護認定を受けて、もしか

したら要介護度一になるかもわかりません、二になるかもわかりません。そうなればもう要支援じゃないんです

から、これは介護給付を受けていただく。こういう話になりますから、そういうことも含めて、それぞれ、家族や

それから御本人がどういう選択をされるかということでありますから、全くもって、我々は、委員がおっしゃっ

ておられるような、そんなことを考えているわけではございません。 

○山井分科員 私、田村大臣の答弁というのは非常に、申しわけないけれども、うそがあると思うんですね。今ま

でどおりサービスを受けられると言うけれども、明らかに、これからは全員がプロの介護職員のサービスを受け

られるんじゃないんですよ。だから、違うのなら違うと明確に言わないと、これは一歩間違うと後でうそをつい

たことになりますよ。 

 今の話、全国の高齢者が今までどおり、必要な人は介護保険の事業所のサービスを受けられますと大臣はおっ

しゃいました。受けられないんじゃないですか、地域支援事業になってから。受けたいと思っても、いや、ボラン

ティアのサービスを利用してください、ＮＰＯを利用してくださいと言うんでしょう。明らかじゃないですか。



そうしないと、二〇％、一九％減りませんから。 

 何か、法案だけ通ったら後はどうでもいいみたいな、そういうことではだめですよ。やはり変わる部分は変わ

るということをしっかりと、厚生労働大臣、責任を持って答弁しないと、今までと変わりませんよと、今までと変

わらないんだったら法改正しなくていいじゃないですか。 

 例えばこういうチェックリストでも、今、簡便だとおっしゃったけれども、私のおばあちゃんも昔ずっと寝た

きりでしたし、私も介護の問題をライフワークとしていますが、本人や家族は立場が弱いんですよ。要介護認定

を受けようかなと思って市役所に行った、そうしたら、時間がかかるから、チェックリストで、まずはボランティ

アのサービスを受けてくださいと言われたら、要介護認定せずにこっちと誘導されちゃいますよ、立場が弱いか

ら、老老介護でおじいさんを介護しているおばあさんとかが行ったら。 

 結局、そういうことを誘導すると、結果的には家族の負担が高くなっちゃうんです。だから、私は、こういう要

介護認定を受けずに……（田村国務大臣「受けられます」と呼ぶ）そこを誘導される危険性があるわけですよね。

だから……（田村国務大臣「受ける権利はあるんだよ」と呼ぶ）いや、受ける権利があると言うんだったら、要介

護認定を受けなくても暮らせる地域づくりとか、こういう書き方をしたらだめです。田村大臣は、現場の介護者

や介護家族の大変さが全然わかっていない。これは事実上の水際作戦になってしまいますよ。 

 これからは、私は二つ、水際作戦でハードルができちゃうと思うのは、今までは要介護認定を受けて要支援一、

二と判定されたら、本人が希望すれば一〇〇％、介護保険事業所のサービスは受けられた。しかし、地域支援事業

になると、一〇〇％は受けられません。それともう一つは、さらに要介護認定についても、今までよりも、要介護

認定を受けたいといって行ったら、まずはこのチェックリストで、まずはボランティアのサービスを受けてくだ

さいといって、一回はじかれかねないんですよね。 

 となると、介護している家族が仕事を休んで、おばあちゃんの、ちょっともう、自分は仕事を続けたいから、息

子さんや娘さんが親が要支援じゃないかと思うから要介護認定といったときに、いや、まずはこのチェックリス

トに答えてください、ボランティアでまずは対応させてくださいみたいなことになると、結局は断られたという

ことに受け取られかねないんです。 

 その結果、何が起こるか。今は年間十万人が介護離職ですけれども、介護離職はふえますよ。例えば、私の近所

の方々でも、ボランティアのサービスを勧められたら、ボランティアのサービスだったらもういいわと。 

 結局、その結果、何が起こるか。御存じかと思いますが、ホームヘルパーやデイサービスも、多くの高齢者の方

は最初は喜んでやっているんじゃないんです。ホームヘルパーなんかいいわ、他人に入ってきてもらわなくてい

いわ、デイサービスも行きたくないわ。でも、その中で、いざホームヘルパーさんが来てくれたら、すごくいいホ

ームヘルパーさんで、今ではもう生きがい、その人が心の支えになっている。週に一遍のデイサービスが楽しみ

になって、元気になっている。そういうふうにして、デイサービスやホームヘルプを喜んでいるわけですよね。に

もかかわらず、そのようなサービスが権利として今回受けられなくなるというのは、私は非常に問題だというふ

うに思います。 

 ですから、要介護認定を受けなくてもいい地域づくりとか、そういうふうなことを言っちゃうと、市町村は、田

村大臣、要介護認定率が下がった方がいいと思っておられますか。そこはどう考えておられますか。 

○田村国務大臣 今、山井議員がおっしゃっておられることをずっと続けると、多分、介護離職が逆にふえるで

しょうね。 

 それはなぜかというと、前から私は申し上げておりますが、そもそも介護を担う方々が圧倒的に足らなくなっ

てくる。でしょう。これから足らないですよ、百万人。少なくとも、あなた方の試算の当時の話ですよ。（山井分

科員「賃金を上げたら大丈夫ですよ」と呼ぶ）いやいや、あなた方、賃金を上げたら大丈夫といっても、財源をど

うするのかということも含めてお考えいただかなきゃいけないんです。 

 ただでさえ、日本は生産労働人口が減ってきますからね。その中において、これから百万人以上必要だと言わ

れている中において、多様な担い手をつくらなきゃいけないんです。そのときに、今おっしゃられたように、いろ

いろな多様なサービスがこれから出てきます、そういうサービスを受けたくないけれども、無理やり受けさせら

れているんだという状況をつくるわけにはいきません。 



 ですから、もちろん、必要度に応じて皆さんがちゃんとプロのサービスを受ける、そういうことはできるわけ

であります。できるわけでありますが、いや、それよりもこういうサービスを受けたい、私はもともとこういうよ

うなサービスを受けたいんだというような、そんなサービスをこれから自治体でつくっていくんです。それによ

って多様な受け皿をつくり、多様な人材で担い手をつくる。それをやらないと、これから団塊の世代が後期高齢

者に向かっていく中において、我が国はそれこそ、ヘルパーを頼もうと思っても来ない、人がいない、だから介護

離職しなきゃいけない、そういう時代が来ますよ。そのための今回の制度でもあるわけです。 

 ですから、我々といたしましては、何としても、今般のこの制度というものを本当に、使われる方々からしてみ

れば望んで使っていただけるような、そういう整備をしなきゃいけない。 

 そして、まさにいろいろな好事例が出てきています。和光市の話もしました。和光市はそのような状況になっ

ているんですよ。要支援率が下がっているんですよ。そして、要介護者が減っているんですよ。 

 こういうような状況になってきているということをやはり御理解いただかなければ、今のままだったらいいん

だというのは、そこに問題があるから今いろいろな改善をしているんです。今のままでいいのなら、我々は何も

改革しませんよ。介護もこのままでいいじゃないですか。あなた方もそう思っていないでしょう。 

 今般の要支援の問題というのは、そのための一つの改善策として我々は提案をさせていただいているわけであ

りまして、どうか御理解をいただきたいと思います。 

○山井分科員 やはり田村大臣、今、現場のホームヘルプやデイサービスで、プロの介護職員の方々が要支援の

方々にどれだけ愛情を込めて、低賃金で大変な仕事だけれども、すばらしい仕事をされているかというのは、わ

かっておられないと私は思いますよ。そんな簡単にボランティアとかでできることじゃありません。プラスアル

ファとしてボランティアの方がやられるのは、これはどうぞやっていただいたらいい。しかし、今プロがやって

おられる仕事を簡単にボランティアにかえられるなんて、そんな簡単な話じゃないですよ。 

 そこでお伺いしますが、例えば、今までだったらデイサービスは、午前から午後まで、十時から三時ぐらいまで

預かってもらっていましたけれども、地域支援事業になったら、午前中だけとか午後だけとか、そんな短時間の

サービスになる可能性もあるんですか。 

○田村国務大臣 それも、必要に応じて、多様なサービスの中で対応していただくんだというふうに思います。 

○山井分科員 そうしたら、例えば、今のデイサービスをやっておられるときに、今までだったらプロの介護職

員がお世話していた、今後は、この三つのパターンの中で、今まではプロの介護職員でサービスを受けていたが、

無資格の人も要支援一、二のサービスをされるという可能性も出てくるわけですか。 

○田村国務大臣 今も各自治体でいろいろな研修事業をやっていただいております。でありますから、高齢者の

方々といろいろと接する心構えでありますとか留意点、そういうものを学んでいただく中において、一方で、事

故が起こっては大変でございますので、今も介護事業者はそれぞれいろいろな保険に入られておられると思いま

すけれども、同じような形で、そういう対応というものはこちらの方からも指導をしてまいりたいというふうに

思います。 

○山井分科員 今は、百三十時間ホームヘルパーの研修を受けた人がやっているわけです。それを無資格の人に

やってもらう。これはやはり私は質が下がると思いますよ。これは問題だと思います。 

 さらに、今回、今は介護保険は一割負担ですけれども、二割負担とか五割負担とか全額自己負担のサービスに

なる可能性もあるんですか、自治体によっては。 

○田村国務大臣 基本的には、まず、サービスの単価は、そのサービスに応じた単価になると思います。 

 負担に関しましては、当然のごとく、負担できる範囲でなければそんなものは誰も利用しないわけであります

し、各自治体だって、前から山井委員おっしゃられているとおり、それによってより悪くなって要介護度が上が

れば、それだけ負担がふえるんですよ。そんなことは各自治体だってわかっている話ですから。 

 そうならないような形でちゃんとサービスを受けていただいて、そして、重度化をある程度防げる、場合によ

っては改善する、そのようないろいろなサービスをそれぞれのニーズに応じて自治体が行っていただける。それ

は、その地域のことを一番わかっておられる自治体がやる話でありますし、そのために見える化をしっかり図っ

ていただき、それに対するサービスを提供いただく。 



 私は各自治体を信頼いたしておりますし、それぞれ、私が見た好事例集、ここだけが特別という話じゃありま

せん。普通の地域においても、いい事例はいっぱいあります。そういう事例を好事例として我々としては紹介を

させていただきながら、横展開をさせていただければありがたい、このように思っております。 

○山井分科員 時間が来ましたので、最後に一言だけ発言をさせていただきますが、今の話によると、自己負担

も二割とかに上がる可能性はある、サービスの時間も、半日だったのが午前だけ、午後だけとか、短時間のデイサ

ービスになるかもしれない、プロの介護職員のサービスを受けられたのが無資格の人になるかもしれない。これ

で、要支援のあれを十年間に千六百四十七億円、約二〇％抑制する。 

 私たちは、長妻元大臣もおられますけれども、民主党政権のときにも、要支援を介護保険から外そうかという

議論がありました。しかし、私たちは、それはだめだと言って、そこは抑えたんです、やらなかったんです。その

理由は、軽度の高齢者、約半数の方が軽い認知症、この軽度の最初が本人にとっても家族にとっても一番重要な

んです。だから、こういうサービスは死守せねばならないから、でも財源をどうするんだということで、私たちは

消費税増税を、苦しいけれども決断をしたわけです。 

 にもかかわらず、今回、消費税は増税する、おまけに介護サービスもカットする。私は、残念ながら、国民の理

解はこれは絶対得られないと思います。 

 以上で私の質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 


